
調査協力：

外国人従業員に関する
マネジメント調査



　近年、日本における外国人労働者数は過去最高を更新し続けており*、
企業における外国籍人材の採用の増加傾向は引き続き継続することが見
込まれています。一方で、雇用の母数が増えるに連れ、外国人従業員の離
職の防止や職場での活躍推進が大きな課題になりつつあります。

　そこで、株式会社ジープラスメディアでは株式会社WizWe協力のもと、
企業における外国人従業員について、彼らのマネージャー（管理職）に
アンケート調査を行いました。調査では外国人従業員の上司である彼らの
日々の課題、その解決方法や社内での取り組み等について彼らの経験を基に
答えてもらいました。この調査結果をもとに問題点を把握し分析することで、
今後の外国人従業員のマネジメント向上に資することを目的としています。

*厚生労働省/「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成30年10月末現在）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03337.html　

調査概要
調査対象：外国人従業員を部下に持つマネージャー（上司）
調査時期：2018年10月23日～11月30日
調査方法：インターネット調査法
回答人数：50社

調査協力：株式会社WizWe

外国人従業員に関する
マネジメント調査
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業種
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*その他: 医療・福祉、漁業、鉱業、
金融・保険 マスコミ・メディア、法律など
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今回の調査では、幅広い業種の企業にご協力をいただいた。企業規模は従業員数100人以下の
中小企業が多いものの、日本の大企業・中小企業の割合と比較するとやや大企業からの回答の割合が
多い結果となった。



所属部署

外国人従業員出身地域

人事
営業
マーケティング
技術
経理・財務

講師
開発
企画開発 
総務
*その他 

*その他: 法務、研究室、通訳翻訳、運用管理など
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企業の属性 005

Company Profile

回答者の所属部署の割合は人事部が最も高い20％となった。ここからは、回答者の多くが外国人を
採用する役割を担っており、その実務を遂行するために外国人従業員を雇用していることが推測さ
れる。ほか、営業・マーケティング部署の割合が高く、これらの部署にも外国人従業員の視点が期待
されていることがわかる。

外国籍従業員の出身地域はアジアが最も多く、42％を占めている。次に多い割合を占めるのが
ヨーロッパで、母国語を英語とする外国籍従業員は多くはない状況である。



業種／外国人従業員出身地域

アジア出身者が顕著に多い業種は不動産で、これは在留外国人の上位2ヵ国が韓国人・中国人で
あること*と、近年日本の不動産を投資先にする中国人が増加している点が理由として推測できる。

最も偏りが少なかったのは教育機関で、言語教師として働く外国人はどの地域からも相当数いる
ことが分かる。

製造業においても、出身地域の偏りは少なく、業務に就くうえで母国語や出身国の文化習慣等が
障壁になりにくい分野であると推測できる。

*法務省/平成30年における外国人入国者数及び日本人出国者数等について（速報値）
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00078.html
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回答者は30～40代と比較的若年
でマネジメントを担っており、また日
本における管理職の女性の割合で
ある13.2％*と比較すると女性の
割合が高い傾向にある。マネジメント
をしている外国人従業員数は5人
以下が大部分を占めることから、
就労している外国人と密にコミュニ
ケーションをとることができる環境
下にある回答者が多い傾向にある
と推測できる。

*内閣府/平成30年版 男女共同参画白書（概要版）

http://www.gender.go.jp/about_danjo/
whitepaper/h30/gaiyou/index.html
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外国人従業員の受け入れ評価 008

A�itudes Toward Foreign Employees

あなたの職場において
外国人従業員はどのように
受け入れられていると
思いますか？

64% 26%

2%
2%

6%

ポジティブ どちらかといえば
ポジティブ

どちらかといえば
ネガティブ

どちらと
も言えない

ネガティブ

職場での外国人従業員の受け入れについては、9割の回答者が「ポジティブ」「どちらかといえば
ポジティブ」と回答した。ネガティブ要素の回答は合計して4％程度であり、外国人従業員と日本
人従業員の間で概ね良好な関係が築けていることが見て取れる。

9割が
「ポジティブ」



外国人部下との社内やクライアント間での問題の発生経験については、半数以上の回答者が「ない」
と答えている。また、「ある」」と答えた44%の回答者に次の質問にてその要因を聞いた。

外国人部下が、社内や
クライアントとの間で
問題を起こした経験
はありますか？

44%ある

56% ない

外国人従業員の受け入れトラブル 009

Problems with Foreign Employees



外国人従業員の要因

• 急な帰国（退職）により引き継ぎが出来ない
受け入れ企業の要因

• 将来のキャリアパスを用意出来ない
• 給与や昇格の基準提示が不十分

日本人従業員の要因

• 英語（外国語）能力のレベルの低さ
• 外国人従業員への多様性の理解不足
• 過度なマイクロマネジメントによるストレス

36%

32%

27%
27%

27%
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18%
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36%

問題が起こった要因については、「時間厳守などへの意識の違い」の割合が最も高く、36％を占める。
他にもコミュニケーションの問題やOJT不足、業務内容の理解相違、日本語能力でのトラブル等、
業務能力以外の要因の割合が高くなっている。

ここからは、外国人従業員とクライアントの問題発生を回避するためには、職場での日本の商習慣や
業務内容についての十分な研修やサポートの実施が必要であることが見て取れる。

問題が起こった要因について

その他要因について

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

外国人従業員の受け入れトラブル 010

Problems with Foreign Employees

時間厳守などへの意識の違い

コミュニケーションが不十分

OJTの不足

業務内容の理解相違

外国人従業員の日本語能力不足

部署内の同僚と合わなかった

外国人従業員の能力不足

分からない

他に優先させる業務があった

その他

複数選択



• コミュニケーションを密に取ること（1on1での話し合いや、意見交換を行う時
 間を定期的に設ける）

• 正直に伝えること、コミュニケーションの機会を増やすこと、仕事以外での
 付き合いも大切にすることを通して信頼関係は強まった

• しっかりと話を聞き、文化の違いや考え方を理解しようとしたことがきっかけ
 で改善された

• 仕事以外で行動（終業後や休日に食事をしたり、共通の趣味のアクティビティ
 に参加するなど）を共にすることで、フラットな関係が築けた結果、話しやすさ、
 相談しやすさが増し、仕事がより効率的に進むようになったと感じる

外国人部下との信頼関係
や業務効率が向上・改善
した経験はありますか？

どのように向上・
改善させましたか？

70%

30%

ある

ない

外国人部下との信頼関係や業務効率が向上・改善した経験については7割の回答者が「ある」と
答えた。「ある」を選択した回答者は、「信頼関係の改善」「業務効率の改善」それぞれについて、
具体的には以下のような方法を取ったと回答している。

信頼関係

信頼関係の構築と業務効率 011

Building Trust & E�iciency



• 生活支援を十分に行ったことで企業への帰属意識が上がった
• 業務を依頼するだけでなく、会議への参画、権限委譲を意識することで
 モチベーションアップにつながった。モチベーションが上がると、アイディアや
 意見を積極的に述べてくれるようになり、業務の効率化はもちろん、新しい
 アイディアから新たな企画が生まれた

• 外国人の社員は疎外感を感じることも多々あると思ったので、積極的に意見を 
 求めたり、相談するなど相手の性格にも合わせて直接的または間接的に会社の 
 一員であるという帰属意識を高めるように努めた

• 具体的に業務指導、OJT、プライベートでの交流により仕事に取り組む姿勢が
 変わりパフォーマンスが上がった

• 信頼関係を築くことによって、気兼ねのないコミュニケーションが出来るように
 なり、作業効率のアップにつながった

• 業務役割を共に推進していく上での「思い」や「期待」またその「理由」を共有
 した上で、本人にどのようになって欲しいのか、成長イメージを具体的に伝える
 事で取り組み姿勢が変わる局面はあった

信頼関係の構築と業務効率 012

Building Trust & E�iciency

業務効率

信頼関係の向上・改善のために、多くのマネージャーが行ったのがコミュニケーションの強化だった。
加えて、職場での会話だけでなく、プライベートでの付き合いも行うことで信頼関係の向上・改善が
みられたという意見も多く見られた。その他、慣れない日本での生活を支援することも、外国人従業員
の信頼を得るためには効果的との意見も複数あった。

業務効率の向上・改善においては、信頼関係と同様、会話やOJT等のコミュニケーションが効果的と
いう意見が多くみられた。他には、権限移譲や評価を積極的に行うことでモチベーションのアップにつ
なげたり、具体的に伝えること、生活支援等で業務への姿勢改善や帰属意識の向上が図られていた。



必要な能力については、コミュニケーション関連の項目が上位を占めた。中でも最も多くのマネージャー
が挙げたのは「分かりやすい指示」であり、これは日本企業内での指示がいかに「阿吽の呼吸」や
「暗黙の了解」「遠回しの表現」で成り立っているかを示すものであろう。次点は「相手の話を聞く力」
となっており、こちらも日本人部下を持つ場合でも必須のスキルではあるものの、日本人相手では
軽視されがちな項目であると言える。

他方で、部下を持つうえで必要な能力・資質において重要なものは「国籍に関わらず同じ」との
意見もあった。

外国人を部下に持つ上で
必要な能力・資質として
重要なものは何ですか？
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分かりやすい指示

相手の話を聞く力

信頼感

語学力

柔軟性

細かなフォローアップ

リーダーシップ

面倒見の良さ

細かいところにこだわらない

忍耐力（ミスに対する寛容度）

部署内外の調整力

その他

上司に求められるもの 013

E�ec�ve Management Strategies 
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複数選択



• 国籍問わず社内調整に苦労した過去からの経験
• 過去の教育と専攻（外国語学部・国際学科など）
• 相手の文化や考え方を書籍などから学んだ

外国人を部下に持つ上で役に立った経験で上位を占めたのが、「外国人と接したことがある」
「海外留学での経験」だった。業務のスキルではなく、どちらかといえば日常生活寄りの回答が目立った
ことから、日本人の感覚や習慣そのままでは、外国籍の人々とのコミュニケーションが十分に取れな
いという問題意識が見て取れる。

他方で、外国の人々とのコミュニケーションや異文化への理解があれば、業務上の実績や海外赴任
の経験がさほどなくとも、外国人の部下を持つうえでは困ることはないということを示しているの
かもしれない。

上司に求められるもの 014

E�ec�ve Management Strategies

外国人を部下に持つ上で役に
たった経験は何ですか？

上記以外(その他含む）の回答
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

外国人と接したことがある

海外留学（帰国子女）の経験

海外での管理職経験

新規事業立ち上げなどの経験

海外赴任の経験

業務上の実績（営業売上１位実績など）

その他
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20%

17%

17%

17%

複数選択



外国人従業員の定着率・パフォーマンス
向上のために組織が提供すべきだと
思われる順にランクづけをしてください。

4.1

*スコア順位/スコア 1位 ２位 ３位 ４位 ５位 該当
しない

46% 28% 23% 0% 3% 0%

3.5 23% 26% 23% 14% 6% 8%

3.0 20% 17% 11% 26% 14% 12%

2.5 9% 9% 17% 31% 20% 14%

2.5
勉強会やマニュアル
作成などの社内体制

給与や残業時間など
を改善することが
できる権限

日本語研修やビザ
サポートなどの生活支援

公平な評価を行う制度

（外国人従業員に対する）

組織内での理解向上や
助言を促す取り組み

3% 20% 17% 11% 29% 20%

組織に求められるもの 015

Improving Employee Reten�on & Performance 

最も高いスコアは「（外国人従業員に対する）組織内での
理解向上や助言を促す取り組み」

*スコア方法（1位：5点、2位:4点、3位：3点、4位：2点、5位：1点、該当なし：０点）



組織に求められるもの 016

Improving Employee Reten�on & Performance 

最も多くのマネージャーが1位に選んだのは「（外国人従業員に対する）組織内での理解向上や
助言を促す取り組み」だった。理由としては、文化や言語が違う環境で新しい職に就く外国人従業
員が安心して仕事に取り組めるようにする必要があるという意見が多くを占めた。加えて、職場全
体を見渡した際に、スムーズな業務運営を行うためには日本人従業員の偏見や決めつけを取り除き、
異文化を理解する姿勢が必須であると考える回答も多くみられた。

次に総合スコアが高かったのが「公平な評価を行う制度」だ。この回答を1位に選んだマネージャー
の意見としては、公平な評価は当然行うものとしたうえで、外国人従業員に「差別されている」
という印象を与えないことや、そのために日本人が外国人従業員共通の弱みを受け入れるべきこと
を重要視している傾向があった。

一方、同じ社内制度でも「勉強会やマニュアル作成」を重視するマネージャー職は少ない結果になっ
た。それよりもコミュニケーションの充実や生活の安心につながる「日本語研修やビザサポートなどの
生活支援」「給与や残業時間などを改善することができる権限」に重点を置く方が外国人従業員の
定着率・パフォーマンス向上につながると考えられているようだ。これらの項目を1位に挙げた
マネージャーは、その理由として安心して生活ができる基盤を整え、休暇や給与について明確に
提示することこそが、従業員の定着につながると回答していた。



外国人従業員の定着率・パフォーマンス
向上のための施策や取り組み

マスコミ・メディア／マーケティング部

定着率・業務効率の取り組み 017

Case Studies

不動産業／営業部

教育情報通信・IT・ソフトウェア／経営者

      社内・社外研修を充実させ、社長直轄
でのワークを増やしている。

      日本人従業員への積極的な英語教
育に投資したり、社内資料等は英語化
を積極的に推進している。優秀な外国
人エンジニアを採用することで、彼らが
仕事の中心になっている。

      実績による人事制度を設けていたり、昇給、昇格
などの給与待遇の改善をおこなっている。



定着率・業務効率を上げるための具体的な試みとしては、人事上の制度で成果に対する待遇改善を
明示するほか、メンターの配置や社内研修・言語上や適性上の配慮など細やかなフォローや
モチベーション維持のための取り組みを行っているという回答が多かった。これらは日本人の定着
のためにも必要な措置であるものの、多くの企業では慣れない異国での業務に就く外国人従業員
のために、さらに手厚く措置を講じているようだ。

定着率・業務効率の取り組み 018

Case Studies

教育機関

     外国人従業員が仕事の内
容で少し不向きな仕事があっ
たり、他のスタッフと折り合い
が良くなかった場合は、他の
仕事や別のスタッフと仕事を
させる事にしている。本人も
いろいろな仕事やスタッフと
関わって働く事は同意済み
で何かあったら話を聞いたり
してコミュニケーションをは
かっている。

サービス業／人事部

　　メンターの配置（外国人と日本人それ
ぞれつける）や社内外交流会、地域行事発信、
社内企画コンペなどを行っている。



　今回の調査では、外国人従業員の受け入れを多くの職場がポジティブに
捉えており、その背景では多くのマネージャーが彼らの定着のために積極的
な支援を行っていることが見て取れた。

　全体の回答を通して共通する傾向としては、多くのマネージャーが業務
上のサポートよりも、コミュニケーションや生活のサポートを重視している
ことである。職場で多くの外国人従業員が直面する問題は、意識の違いや
理解不足などの個別様々であり、それらについて理解し合い、克服する手段
としてコミュニケーションが重視されていた。

　多くのマネージャーは会話やプライベートでの付き合い、日本での生活
支援を実施しており、これらの取り組みは外国人従業員との関係改善や定着、
パフォーマンス向上に役立っていることが調査の結果明らかになった。

　これらの結果から見えてくるのは、今後外国人従業員を迎え入れる職場
においては、日本語や業務等についての画一的な研修の充実以上に、上司
となる人物のコミュニケーション能力や人柄、外国人従業員への積極的な関
与と支援が重要だということだ。

　慣れない異国で業務を開始する外国人従業員が快く働くためには、職場
での人間関係や生活での不安を取り除く必要がある。これらを解決するの
は上司となる人物や同僚への信頼であり、生活上の不安を親身になって解
決してくれる人物が近くにいるという安心感である。

　マネージャーを担うすべての人物が一様にこれらをこなすことは難しいこ
とではあるが、外国人従業員を迎え入れ、職場で遺憾なくその能力を発揮し
てもらうためには、なくてはならない要素であることが浮き彫りになった。
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